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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第66期

第２四半期

連結累計期間

第67期

第２四半期

連結累計期間

第66期

第２四半期

連結会計期間

第67期

第２四半期

連結会計期間

第66期

会計期間
自　平成21年４月１日

至　平成21年９月30日

自　平成22年４月１日

至　平成22年９月30日

自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日

自　平成22年７月１日

至　平成22年９月30日

自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日

売上高 （百万円） 5,341 6,059 2,834 3,293 12,681

経常利益 （百万円） 22 525 111 313 861

四半期（当期）純利益 （百万円） 5 267 63 157 503

純資産額 （百万円） － － 6,508 7,104 7,060

総資産額 （百万円） － － 13,307 14,349 14,545

１株当たり純資産額 （円） － － 400.72 437.50 434.79

１株当たり四半期（当
期）純利益金額

（円） 0.35 16.46 3.88 9.73 30.99

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益
金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 48.9 49.5 48.5

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

（百万円） 489 343 － － 1,414

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

（百万円） △75 △636 － － △128

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

（百万円） △126 △243 － － △396

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高

（百万円） － － 2,343 2,410 2,947

従業員数 （人） － － 609 593 597

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３　従業員は就業人員を表示しております。
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２ 【事業の内容】

　　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれ

　ている事業の内容に重要な変更はありません。

　　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(人) 593 （63）

(注) 　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外からの出向者を含む）

であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含む）は（外書）に記載しております。

　

(2)　提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(人) 370 （4）

(注) 　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外からの出向者を含む）であり、臨時雇用者数

（パートタイマーを含む）は（外書）に記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 　生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

計測機器事業 2,898 －

合計 2,898 －

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2)　受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 　受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
　受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

計測機器事業 3,501 － 1,922 －

合計 3,501 － 1,922 －

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3)　販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 　販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

計測機器事業 3,218 －

不動産賃貸事業 75 －

合計 3,293 －

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　販売実績が総販売実績の10%以上となる相手先はありません。
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２ 【事業等のリスク】

　　当第２四半期連結会計期間において新たに発生した事業等のリスクは、次のとおりであります。

法的規制 

当社グループでは、公正な競争に関する規制及びその他商取引、労働、知的財産権、租税等の各種法令諸

規制の適用を受けております。これらの法令諸規則又はその運用にかかる変更は、当社グループの事業活

動への制約、法令遵守対応にかかる費用の増加又は法令諸規則違反による当社グループへの過料賦課若

しくはこれに関連する民事訴訟の提起等がなされた場合には、当社グループの業績及び財務状況に影響

を及ぼす可能性があります。 

　なお、当社は、平成21年３月期に、独占禁止法違反に伴う違約金発生見込額について損害補償損失引当金

を計上しておりますが、これに関連した損害賠償請求等が行われた場合、計上した引当金の額を超える支

払義務が発生しないという保証はありません。 

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成22年7月21日開催の取締役会において、伊藤忠都市開発株式会社に対し、当社の資産譲渡の決

議を行い、売買契約を締結しております。

その主な内容は、次のとおりであります。

(1) 当該事象の発生年月日 

平成22年７月21日　取締役会決議 

(2) 当該事象の内容

①譲渡の理由 

  埼玉県狭山市（狭山テクニカルセンター内）に本年秋竣工を予定している「開発研究センター」の建

設に伴い、東京都武蔵野市の現Ｒ＆Ｄセンターを移転して開発拠点を統合一本化するため、当該センター

を売却することといたしました。

②譲渡資産の内容 

　資産の内容　　土地（1,217.86㎡）及び建物 

　所在地　　　　東京都武蔵野市吉祥寺北町４丁目1578-7 

　　　　　　　　東京都武蔵野市吉祥寺北町４丁目1578-8 

③譲渡先の概要 

　商号　　　　　伊藤忠都市開発株式会社 

　本店所在地　　東京都港区赤坂2-9-11 

　代表者　　　　代表取締役社長　辻村　茂 

　当社との関係　なし

④譲渡金額　　　802百万円

⑤譲渡日程　　平成22年７月21日　取締役会決議 

　　　　　　　　平成22年７月23日　売買契約締結 

　　　　　　　　平成22年12月28日　物件引渡（予定） 

(3) 当該事象の損益及び連結損益に与える影響額

当該固定資産の譲渡益は諸経費控除後約710百万円となる見込であり、平成22年12月において特別利益

に計上する予定であります。 
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　

(1)　経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、円高の進行から景気の下振れが懸念されたものの、

中国を始めとするアジア経済の拡大に支えられ、緩やかではありますが回復基調で推移しました。しかし

ながら、円高の影響から鉱工業生産などの需給動向は悪化の傾向にあり、輸出も鈍化するなど先行き不透

明な状況が強まっています。 

　当計測器業界におきましても、設備投資が持ち直しつつある中、業績は回復基調にあるものの、新規の大

型新設プロジェクトやプラント事業の分野では、依然として設備投資に慎重な状況が続き、本格的な回復

には至っておりません。 

　このような需要環境の中で当社グループは、V字回復を経営目標に掲げ、全社全領域での経営改革を加速

し、所期の目標達成に鋭意取り組んでまいりました。 

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高3,293百万円（前年同四半期比16.2%増）、営業

利益310百万円（前年同四半期　営業利益106百万円）、経常利益313百万円（前年同四半期　経常利益111

百万円）、四半期純利益157百万円（前年同四半期　四半期純利益63百万円）となりました。 

 

＜計測機器事業＞ 

　環境プロセス分析機器分野では、基本プロセス計測器を中心に受注が先行、拡大基調にあるアジア経済

の流れから引き続き中国向けの環境用水質分析計が好調に推移しました。

　また、科学分析機器分野では、透析医療用装置、ラボ・ポータブル水質計が伸長しました。産業用ガス検

知警報器分野も半導体分野の需要が回復し海外向けを中心に好調に推移した結果、当セグメントの売上

高は3,218百万円となりました。 

 

＜不動産賃貸事業＞ 

　東京都新宿区の本社に隣接して賃貸ビル１棟、埼玉県狭山市に貸店舗１棟ほかを所有し、不動産賃貸業

を行っております。当セグメントの売上高は75百万円となりました。 
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(2)　財政状態の分析

（資産）

  当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ195百万円減少の14,349百万円（前

期比1.3％減）となりました。流動資産は開発研究センター建設費の支払いなどにより、現金及び預金が

減少し、716百万円減少の8,836百万円（前期比7.5％減）となりました。固定資産は株価下落により投資

有価証券が減少したものの、開発研究センター建設に係る建設仮勘定が増加したこともあり、520百万円

増加の5,513百万円（前期比10.4％増）となりました。 

　（負債）

　当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ238百万円減少の7,245百万円（前

期比3.2％減）となりました。流動負債は支払手形及び買掛金の減少、未払金の減少により224百万円減少

の3,587百万円（前期比5.9％減）となりました。固定負債は資産除去債務の計上があったものの、退職に

よる引当金の取崩及び借入金の返済により、14百万円減少の3,657百万円（前期比0.4%減）となりまし

た。 

　（純資産）

　当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、配当金の支払い及びその他有価証券評価差額金の減少が

あったものの、それを上回る利益を上げたことにより、43百万円増加の7,104百万円（前期比0.6％増）と

なりました。 

　

(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、以下に記載のキャッシュ・フローによ

り2,410百万円となり、第１四半期連結期間末に比べ45百円増加しました。 

　営業活動によるキャッシュ・フローは、793百万円の収入（前年同四半期　152百万円の支出）となりま

した。内訳の主なものは税金等調整前四半期純利益310百万円、売上債権の減少368百万円であります。 

　投資活動によるキャッシュ・フローは、626百万円の支出（前年同四半期　21百万円の支出）となりまし

た。内訳の主なものは、有形固定資産の取得による支出626百万円であります。 

　財務活動によるキャッシュ・フローは、121百万円の支出（前年同四半期　2百万円の収入）となりまし

た。内訳の主なものは、短期借入れによる収入270百万円、短期借入金の返済による支出277百万円、長期借

入金の返済による支出81百万円であります。 

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

当第２四半期連結会計期間における当グループが支出した研究開発費118百万円は全て計測機器事業

であります。

なお、当第２四半期連結会計期間において当社グループの研究開発活動に重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

　　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

　　①重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　　②重要な設備の売却、除却等

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の売却の計画は以下のとおりであり

ます。

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
四半期末
帳簿価額
(百万円)

売却予定年月

提出会社
武蔵野Ｒ＆Ｄセンター
(東京都武蔵野市)

計測機器事業 土地及び建物 80 平成22年12月

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．上記設備は開発研究センター新設に伴い売却、除却するものであります。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成22年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 16,880,620 16,880,620
東京証券取引所　　
（市場第二部）

株主としての権利内容
に制限のない株式で、
単元株式数は1,000株
であります。

計 16,880,620 16,880,620－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式総

数増減数(株)

発行済株式総

数残高(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金増

減額(百万円)

資本準備金

残高(百万円)

平成22年９月30日 － 16,880,620 － 1,302 － 757
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(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

　ハック・カンパニー

　(常任代理人香港上海銀行東京
　 支店）

　5600 Lindberg Drive, Loveland, CO 80539
　The United States of America
（東京都中央区日本橋３丁目１１－１）

　　　3,059 　　　18.12

　山下　直 　東京都渋谷区 　　　1,336 　　　7.92

　明治安田生命保険相互会社 　東京都千代田区丸の内2-1-1 　　　1,050 　　　6.22

　東亜ディーケーケー
　社員持株会

　東京都新宿区高田馬場1-29-10 　　　　617 　　　3.66

　株式会社みずほ銀行 　東京都千代田区内幸町1-1-5 　　　　512 　　　3.04

　株式会社損害保険ジャパン 　東京都新宿区西新宿1-26-1 　　　　446 　　　2.64

　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 　東京都新宿区丸の内2-7-1 　　　　419 　　　2.48

　佐々木　輝男 　東京都中野区 　　　　386 　　　2.29

　みずほ信託株式会社 　東京都中央区八重洲1-2-1 　　　　259 　　　1.53

　小板橋　久夫 　東京都小平市 　　　　237 　　　1.41

計 － 　　　　8,323 　　　49.31

(注）１　上記のほか当社所有の自己株式641千株（3.80%）があります。

２　ハック・カンパニーの住所は本店所在地であり、株主名簿上に記載されている住所は

　1209　ＯＲＡＮＧＥ ＳＴＲＥＥＴ ＷＩＬＭＩＮＧＴＯＮ ＤＥ19801 ＵＳＡであります。

　

(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式） 　

－
株主としての権利内容
に制限のない、標準とな
る株式

　普通株式 641,000

　 　

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,082,00016,082 同上

単元未満株式 普通株式 157,620 － 同上

発行済株式総数 　 16,880,620 － －

総株主の議決権 　 － 16,082 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権４　

個）含まれております。

　　　２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式531株が含まれております。

②　【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

東亜ディーケー
ケー株式会社

東京都新宿区高
田馬場1-29-10

641,000 － 641,000 3.80

計 － 641,000 － 641,000 3.80
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 260 264 235 244 260 244

最低(円) 213 220 224 223 227 225

(注)　株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連

結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累

計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月

１日から平成2１年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年

９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　

EDINET提出書類

東亜ディーケーケー株式会社(E01798)

四半期報告書

12/30



１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
連結貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,471 3,008

受取手形及び売掛金 ※２
 4,185

※２
 4,455

商品及び製品 638 569

原材料 550 539

仕掛品 618 397

繰延税金資産 222 219

その他 150 363

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 8,836 9,552

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 1,750

※１
 1,755

機械装置及び運搬具（純額） ※１
 49

※１
 53

工具、器具及び備品（純額） ※１
 119

※１
 134

土地 794 794

リース資産（純額） ※１
 68

※１
 39

建設仮勘定 605 －

有形固定資産合計 3,387 2,777

無形固定資産 71 52

投資その他の資産

投資有価証券 740 907

繰延税金資産 928 870

その他 384 384

投資その他の資産合計 2,053 2,162

固定資産合計 5,513 4,992

資産合計 14,349 14,545
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
連結貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 896 979

短期借入金 1,157 1,180

未払金 538 678

未払法人税等 247 260

未払消費税等 23 40

賞与引当金 328 243

役員賞与引当金 － 10

損害補償損失引当金 58 58

その他 337 361

流動負債合計 3,587 3,812

固定負債

長期借入金 276 374

長期預り保証金 337 350

退職給付引当金 2,682 2,692

役員退職慰労引当金 208 199

資産除去債務 63 －

負ののれん － 5

その他 88 49

固定負債合計 3,657 3,671

負債合計 7,245 7,484

純資産の部

株主資本

資本金 1,302 1,302

資本剰余金 757 757

利益剰余金 4,941 4,787

自己株式 △148 △148

株主資本合計 6,852 6,699

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 251 361

評価・換算差額等合計 251 361

純資産合計 7,104 7,060

負債純資産合計 14,349 14,545

EDINET提出書類

東亜ディーケーケー株式会社(E01798)

四半期報告書

14/30



(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 5,341 6,059

売上原価 3,414 3,569

売上総利益 1,927 2,490

販売費及び一般管理費

給料及び手当 907 914

賞与引当金繰入額 113 159

退職給付費用 76 83

役員退職慰労引当金繰入額 16 17

減価償却費 15 22

研究開発費 218 205

その他 556 565

販売費及び一般管理費合計 1,903 1,969

営業利益 23 521

営業外収益

受取利息 1 0

受取配当金 3 4

持分法による投資利益 1 0

負ののれん償却額 5 5

その他 13 12

営業外収益合計 24 23

営業外費用

支払利息 16 15

債権売却損 8 3

その他 0 0

営業外費用合計 25 18

経常利益 22 525

特別利益

固定資産売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 0 0

特別利益合計 0 0

特別損失

固定資産除却損 1 2

投資有価証券評価損 － 1

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 19

その他 － 0

特別損失合計 1 22

税金等調整前四半期純利益 21 503

法人税等 ※１
 16

※１
 235

少数株主損益調整前四半期純利益 － 267

四半期純利益 5 267
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 2,834 3,293

売上原価 1,794 1,955

売上総利益 1,040 1,337

販売費及び一般管理費

給料及び手当 424 486

賞与引当金繰入額 65 77

退職給付費用 36 41

役員退職慰労引当金繰入額 8 9

減価償却費 8 12

研究開発費 122 117

その他 268 283

販売費及び一般管理費合計 933 1,027

営業利益 106 310

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 1 1

持分法による投資利益 1 0

負ののれん償却額 2 2

その他 10 8

営業外収益合計 15 12

営業外費用

支払利息 8 7

債権売却損 2 1

その他 0 0

営業外費用合計 11 9

経常利益 111 313

特別利益

貸倒引当金戻入額 0 0

特別利益合計 0 0

特別損失

固定資産除却損 0 1

投資有価証券評価損 － 1

特別損失合計 0 2

税金等調整前四半期純利益 110 310

法人税等 ※1
 47

※1
 152

少数株主損益調整前四半期純利益 － 157

四半期純利益 63 157
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 21 503

減価償却費 121 117

負ののれん償却額 △5 △5

退職給付引当金の増減額（△は減少） △220 △9

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 16 8

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 19

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △0

受取利息及び受取配当金 △4 △5

支払利息 16 15

持分法による投資損益（△は益） △1 △0

投資有価証券評価損益（△は益） － 1

有形固定資産売却損益（△は益） 0 －

有形固定資産除却損 1 2

売上債権の増減額（△は増加） 1,023 254

たな卸資産の増減額（△は増加） 50 △300

仕入債務の増減額（△は減少） △332 △83

その他の資産の増減額（△は増加） 180 232

その他の負債の増減額（△は減少） △158 △144

割引手形の増減額（△は減少） 30 15

小計 737 620

利息及び配当金の受取額 5 5

利息の支払額 △16 △14

法人税等の支払額 △237 △268

営業活動によるキャッシュ・フロー 489 343

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3 －

定期預金の払戻による収入 6 －

有形固定資産の取得による支出 △76 △634

有形固定資産の売却による収入 0 －

その他 △2 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー △75 △636

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 270 270

短期借入金の返済による支出 △135 △277

長期借入金の返済による支出 △131 △112

社債の償還による支出 △10 －

自己株式の売却による収入 0 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

リース債務の返済による支出 △6 △10

配当金の支払額 △113 △112

財務活動によるキャッシュ・フロー △126 △243

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 287 △536

現金及び現金同等物の期首残高 2,055 2,947

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 2,343

※１
 2,410
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【継続企業の前提に関する事項】

　　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

　会計処理基準に関する事項の変更

　「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　　第１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31

　日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）

　を適用しております。

　　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益１百万円、経常利益１百万円、税金等調整前四半期純利

　益は20百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は62百万円であ

　ります。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一部
を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間では「少数株
主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一部
を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間では「少数株
主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法

　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ
るため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

 

２．棚卸資産の評価方法

　当第２四半期連結会計期間末の棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正
味売却価額を見積もり、簿価切下げを行う方法によっております。

 

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異発生状況に著
しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予想やタックスプランニングを利
用する方法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

税金費用の計算

　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利
益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

    第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年
３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成
20年３月21日）を適用しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 4,606百万円

　

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 4,532百万円

　

※２ 受取手形割引高 57百万円

　

※２　受取手形割引高 42百万円

　
　 　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

※１　当第２四半期連結累計期間における税金費用につ
いては、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処
理により計算しているため、法人税等調整額は、
「法人税等」に含めて表示しております。

　※１　同左

　 　

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年９月30日)

※１　当第２四半期連結会計期間における税金費用につ
いては、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処
理により計算しているため、法人税等調整額は、
「法人税等」に含めて表示しております。

※１　同左

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間
末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在)

※１　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間
末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係

(平成22年９月30日現在)

　

現金及び預金勘定 2,404百万円

投資その他の資産の「その
他」に計上されている長期性
預金

230百万円

　　　計 2,634百万円

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金

△291百万円

現金及び現金同等物 2,343百万円

　

現金及び預金勘定 2,471百万円

投資その他の資産の「その
他」に計上されている長期性
預金

230百万円

　　　計 2,701百万円

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金

△291百万円

現金及び現金同等物 2,410百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類

当第２四半期

連結会計期間末

(株)

　普通株式 16,880,620

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類

当第２四半期

連結会計期間末

(株)

　普通株式 641,531

　

３　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年6月29日
定時株主総会

普通株式 113 7 平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

　

(2)　基準日が当連結会計年度の開始の日から当第２四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当

の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　
計測機器事業

(百万円)

その他の事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 2,759 75 2,834 － 2,834

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － － － －

計 2,759 75 2,834 － 2,834

営業利益 186 55 242 (135) 106

(注) １　事業の区分は、事業形態により２区分としております。

２　各区分の主な製品

　計測機器事業……基本プロセス計測器、環境用大気測定装置、煙道用排ガス分析計、ボイラー水用分析

　　　　　　　  　　装置、上下水用分析計、環境用水質分析計、石油用分析機器、ラボ用分析機器、ポー

　　　　　　　　　  タブル分析計、分離分析計、ＬＡシステム、医療用機器、産業用ガス検知警報器、電

　　　　　　　　  　極、標準液、保守、修理、部品等他

　その他の事業……事業用建物の賃貸

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　
計測機器事業

(百万円)

その他の事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 5,191 150 5,341 － 5,341

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － － － －

計 5,191 150 5,341 － 5,341

営業利益 215 111 327 (303) 23

(注) １　事業の区分は、事業形態により２区分としております。

２　各区分の主な製品

　計測機器事業……基本プロセス計測器、環境用大気測定装置、煙道用排ガス分析計、ボイラー水用分析

　　　　　　　　　装置、上下水用分析計、環境用水質分析計、石油用分析機器、ラボ用分析機器、ポー

　　　　　　　　　タブル分析計、分離分析計、ＬＡシステム、医療用機器、産業用ガス検知警報器、電

　　　　　　　　　極、標準液、保守、修理、部品等他

　その他の事業……事業用建物の賃貸

　

【所在地別セグメント情報】

　

　　前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　　本国以外の国、または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、記載を省略しており　

　ます。

　

　　前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　　本国以外の国、または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、記載を省略しており　　

　ます。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　 東アジア 東南アジア 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 224 27 26 26 304

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － － 2,834

Ⅲ　連結売上高に占める海外売
上高の割合（％）

7.9 1.0 0.9 0.9 10.7

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 東アジア・・・韓国・中国・台湾等

(2) 東南アジア・・シンガポール・タイ等

(3) 欧州・・・・・オランダ等

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

　　前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　 東アジア 東南アジア 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 390 47 37 46 522

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － － 5,341

Ⅲ　連結売上高に占める海外売
上高の割合（％）

7.3 0.9 0.7 0.9 9.8

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 東アジア・・・韓国・中国・台湾等

(2) 東南アジア・・シンガポール・タイ等

(3) 欧州・・・・・オランダ等

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

EDINET提出書類

東亜ディーケーケー株式会社(E01798)

四半期報告書

23/30



　

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び事業を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

当社グループは、計測機器の製造、販売に関する事業と不動産の賃貸に関する不動産賃貸事業を主体として事

業展開しており、環境・プロセス分析機器、科学分析機器、産業用ガス検知警報器等の製造販売に関する事業から

構成される「計測機器事業」と東京都新宿区の本社に隣接の賃借ビル１棟、埼玉県狭山市に貸店舗１棟ほかを賃

貸する「不動産賃貸事業」の２つを報告セグメントとしております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　当第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

　 　 　 　 （単位：百万円）

　 報告セグメント
合計

計測機器事業 不動産賃貸事業 計

売上高 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 5,909 150 6,059 6,059

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － －

計 5,909 150 6,059 6,059

セグメント利益 770 111 882 882

　

　　当第２四半期連結会計期間（自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：百万円）

　
報告セグメント

合計
計測機器事業 不動産賃貸事業 計

売上高 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 3,218 75 3,293 3,293

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － － －

計 3,218 75 3,293 3,293

セグメント利益 437 55 493 493
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３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

　　当第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：百万円）

利    益 金    額

報告セグメント計 882

全社費用（注） 360

四半期連結損益計算書の営業利益 521

(注)全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。

　

　　当第２四半期連結会計期間（自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日）

（単位：百万円）

利    益 金    額

報告セグメント計 493

全社費用（注） 183

四半期連結損益計算書の営業利益 310

(注)全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。

　

(金融商品関係)

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

　該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

　該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

　資産除去債務において、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がありません。

　

(賃貸等不動産関係)

　賃貸等不動産において、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

　

１株当たり純資産額 437円50銭

　

　

１株当たり純資産額 434円79銭

　
　 　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 7,104 7,060

普通株式に係る純資産額（百万円） 7,104 7,060

普通株式の発行済株式数（千株） 16,880 16,880

普通株式の自己株式数（千株） 641 640

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（千株）

16,239 16,239

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

 

１株当たり四半期純利益金額 0円35銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純利益金額 16円46銭

　同左

　 　

(注)　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目

前第２四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（百万
円）

5 267

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 5 267

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,241 16,239

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

 

１株当たり四半期純利益金額 3円88銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純利益金額 9円73銭

　同左

　 　

(注)　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（百万
円）

63 157

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 63 157

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,241 16,239
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

東亜ディーケーケー株式会社(E01798)

四半期報告書

27/30



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月13日

東亜ディーケーケー株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    森　川　潤　一　　　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    関　谷　靖　夫　　　　印

　

指定有限責任社員 
業務執行社員

　 公認会計士    佐　藤　明　典　　　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東亜

ディーケーケー株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会

計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亜ディーケーケー株式会社及び連結子会社

の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累

計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月12日

東亜ディーケーケー株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    関　谷　靖　夫　　　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    大　森　茂　伸　　　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    桑　野　正　成　　　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東亜

ディーケーケー株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会

計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亜ディーケーケー株式会社及び連結子会社

の平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累

計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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